
■ 個別労働紛争解決制度の運用状況 
              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１　相談件数の推移
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図２　内容別個別労働紛争に係る相談状況
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（注）　1件の相談で複数の内容の相談があったときは、それぞれの内容に重複して計上しています。
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図３　相談者の雇用形態

92人4.6%

32人1.6%

499人25.2%

177人8.9%

800人40.3%1183人59.7%

正社員 非正社員

 パート・

 アルバイト

派遣労働者

期間契約社員

その他

 

 （注）雇用形態が不明の相談者を除いて集計した 

 

  
図4　助言・指導申出件数、あっせん申請件数の推移
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